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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第149期

第２四半期連結
累計期間

第150期
第２四半期連結
累計期間

第149期
第２四半期連結
会計期間

第150期
第２四半期連結
会計期間

第149期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 28,726,76731,700,45113,469,65215,132,35357,245,766

経常利益 (千円) 3,010,5092,817,2551,051,7741,071,5703,614,171

四半期(当期)純利益 (千円) 1,501,3161,326,046552,798 621,7131,823,005

純資産額 (千円) ― ― 59,256,57060,553,43959,090,557

総資産額 (千円) ― ― 74,524,00975,974,81374,991,507

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,040.351,059.211,038.03

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 30.71 27.58 11.40 12.93 37.60

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 30.11 26.69 10.74 11.91 36.99

自己資本比率 (％) ― ― 67.1 67.0 66.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 4,678,8132,944,780 ― ― 6,934,949

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,625,85580,226 ― ― △4,870,654

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △987,121△494,856 ― ― △1,218,998

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 11,042,44414,514,08211,785,698

従業員数 (名) ― ― 542 549 536

(注)  １　提出会社の主要な経営指標等の推移については、四半期連結財務諸表を作成しているため、記載しておりませ

ん。

　　  ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 549

(注)　従業員数は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 159

(注)  従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

ガス事業 1,819,322 △7.7

ヨード・かん水事業 489,875 △27.8

合計 2,309,198 △12.8

(注) １　上記の金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　「ヨード・かん水事業」に含まれているかん水の生産高については、販売用だけでなく、原料用のものも含ん
でおります。

４　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示
に関する会計基準の適用指針」を適用しておりますが、セグメントの生産高の算定方法は、前年同四半期の事
業の種類別セグメントの算定方法と同一であることから、前年同四半期の事業の種類別セグメントとの比較
を記載しております。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績については、受注高の販売高に対する割合が僅少である

ことから、記載を省略しております。

　なお、当社グループの主たる事業であるガス事業においては、受注生産を行っておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

ガス事業 13,943,915 ＋14.8

ヨード・かん水事業 616,195 △26.3

その他 572,242 ＋16.5

合計 15,132,353 ＋12.3

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　ガス事業は、その性質上、業績に著しい季節的変動があります。
３  第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示
に関する会計基準の適用指針」を適用しておりますが、セグメントの販売高の算定方法は、前年同四半期の事
業の種類別セグメントの算定方法と同一であることから、前年同四半期の事業の種類別セグメントとの比較
を記載しております。なお、建設事業につきましては、報告セグメントに含まれない「その他」へ区分を変更
しております。

４  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

五井コーストエナジー㈱ ― ― 2,204,778 14.6

(注)前第２四半期連結会計期間において、総販売実績に占める五井コーストエナジー(株)の割合が100分の

10未満であるため、記載を省略しております。

５  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

関東天然瓦斯開発株式会社(E00040)

四半期報告書

 4/34



　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の売上高は、ガス事業の売上高が増加したこと等により、前年同四半期に比

べ12.3％増の15,132,353千円となりました。しかしながら、経常利益は、家庭向けや商業向け等のガス販

売の減少や、ヨード・かん水事業における円高の影響等により、前年同四半期に比べ1.9％増の1,071,570

千円となりました。また、四半期純利益は、子会社の合併に伴う特別利益の計上等により、前年同四半期に

比べ12.5％増の621,713千円となりました。

なお、当社グループの業績は、ガス事業の比重が高いことから、その性質上、著しい季節的変動がありま

す。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間より「セグメント情

報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の

開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用してお

ります。当四半期連結会計期間のセグメント情報における報告セグメントの売上高及びセグメント利益

の算定方法は、前年同四半期の事業の種類別セグメント情報の算定方法と同一であることから、前年同四

半期の事業の種類別セグメント情報との比較を記載しております。なお、建設事業につきましては、報告

セグメントに含まれない「その他」へ区分を変更しております。

＜ガス事業＞

東日本大震災の影響により発電用途での一部の大口顧客向けガス販売が増加したこと等により、売

上高は前年同四半期に比べ14.8％増の13,943,915千円となりました。一方、営業利益は、家庭向けや商

業向け等を中心としたガス販売の減少等により、前年同四半期に比べ3.6％増の1,219,368千円となり

ました。

＜ヨード・かん水事業＞

ヨードの販売量が減少したことに加え、円高の影響を強く受けたこと等により、売上高は前年同四半

期に比べ26.3％減の616,195千円となりました。また、営業利益は、前年同四半期に比べ30.6％減の

103,550千円となりました。

＜その他＞

建設事業の売上高が増加したものの、利益率が低下したこと等により、売上高は前年同四半期に比べ

16.5％増の572,242千円、営業利益は、前年同四半期に比べ15.0％減の69,547千円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産、負債、純資産の状況は、次のとおりであります。

＜資産合計＞

流動資産は、現金及び預金や有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比べ14.6％増の

24,484,782千円となりました。一方、固定資産は、投資有価証券や機械装置及び運搬具（純額）の減少

等により、前連結会計年度末に比べ4.0％減の51,490,030千円となりました。 

以上の結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ1.3％増の75,974,813千円となりました。

＜負債合計＞

流動負債は、未払金（「その他」に含む。）の減少等により、前連結会計年度末に比べ3.2％減の

8,943,141千円となりました。また、固定負債は、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ

2.7％減の6,478,232千円となりました。

以上の結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ3.0％減の15,421,373千円となりました。

＜純資産合計＞

純資産合計は、利益剰余金や少数株主持分の増加等により、前連結会計年度末に比べ2.5％増の

60,553,439千円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

＜現金及び現金同等物の四半期末残高＞

現金及び現金同等物の四半期末残高は、第１四半期連結会計期間末に比べ10.7％増加し、14,514,082

千円となりました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の還付があった前年同四半期に比べ30.3％減の

1,417,004千円の収入となりました。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の減少等により、前年同四半

期に比べ96.7％減の67,257千円の支出となりました。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出の減少等により、前年同四半期に

比べ79.4％減の155,911千円の支出となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社及び連結子会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、53,431千円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①　重要な設備計画の変更

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な設備計画の変更はありません。

　

②　重要な設備計画の完了

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な設備計画の完了はありません。

　

③　新たに確定した重要な設備計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,996,47360,996,473
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　1,000株

計 60,996,47360,996,473― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

関東天然瓦斯開発㈱第１回新株予約権　(取締役会決議日　平成21年３月27日)

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 22個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式　(単元株式数1,000株)

新株予約権の目的となる株式の数 22,000株　　　　　　 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成21年４月23日から平成41年４月20日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格468円、資本組入額234円

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　 (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
決議による承認を要するものとしております。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　 (注３)
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関東天然瓦斯開発㈱第２回新株予約権　(取締役会決議日　平成22年３月26日)

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 28個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式　(単元株式数1,000株)

新株予約権の目的となる株式の数 28,000株　　　　　　 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成22年４月26日から平成42年４月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格460円、資本組入額230円

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　 (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
決議による承認を要するものとしております。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　 (注３)

　

関東天然瓦斯開発㈱第３回新株予約権　(取締役会決議日　平成23年３月30日)

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 31個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式　(単元株式数1,000株)

新株予約権の目的となる株式の数 31,000株　　　　　　 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成23年４月28日から平成43年４月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格437円、資本組入額219円

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　 (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
議による承認を要するものとしております。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　 (注３)

(注) １　取締役会決議日後、当社が当社普通株式の株式分割(株式無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合を行う場

合は、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算

式により新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)の調整を行い、調整の結

果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとしております。 

　(調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率) 

また、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ、付与株式数の調整

を必要とする場合は、合理的な範囲で付与株式数は適切に調整されるものとしております。
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　　２　新株予約権の行使の条件は、以下のとおりとしております。

  　①各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  　②新株予約権者は、当社取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

  　③前項にかかわらず、新株予約権者は、行使期間満了日の30日前の日より、他の行使条件に従い、新株予　　

　　　約権を行使できるものとする。 

  　④その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

　　　契約書」に定めるところによる。

　　３  組織再編成に際して定める契約書又は計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合は、当該組織再編成の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしておりま

す。

　①合併(当社が消滅する場合に限る。) 

　　合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社 

　②吸収分割 

　　吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社 

　③新設分割 

　　新設分割により設立する株式会社 

　④株式交換 

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

　⑤株式移転 

　　株式移転により設立する株式会社

なお、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、

当社は、当該新株予約権を無償で取得することができるものとしております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ― 60,996,473 ― 7,902,185 ― 8,239,053

　

(6) 【大株主の状況】

平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力㈱ 東京都千代田区内幸町１－１－３ 13,050 21.3

合同資源産業㈱ 東京都中央区京橋２－12－６ 9,686 15.8

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,414 3.9

京葉瓦斯㈱ 千葉県市川市市川南２－８－８ 1,788 2.9

日本マスタートラスト
信託銀行㈱(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 1,421 2.3

中央三井信託銀行㈱
（常任代理人　日本トラスティ・
　　　　　　　サービス信託銀行㈱）

東京都港区芝３－33－１
(東京都中央区晴海１－８－11)

1,169 1.9

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 912 1.4

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱(信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 705 1.1

三井生命保険㈱
（常任代理人　日本トラスティ・
　　　　　　　サービス信託銀行㈱）

東京都千代田区大手町２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－11)

658 1.0

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFORIO
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013,
USA
(東京都品川区東品川２－３－14)

570 0.9

計 ― 32,375 53.0

(注)　上記のほか、当社所有の自己株式10,970千株(17.9％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　10,970,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　49,730,000 49,730 ―

単元未満株式 普通株式　　 296,473 ― ―

発行済株式総数 60,996,473 ― ―

総株主の議決権 ― 49,730 ―

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
関東天然瓦斯開発㈱

東京都中央区
日本橋室町２－１－１

10,970,000 ― 10,970,00017.9

計 ― 10,970,000 ― 10,970,00017.9

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 476 492 595 577 503 471

最低(円) 438 451 357 481 432 438

(注)　上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成23年１月１日から平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,386,065 5,260,596

受取手形及び売掛金 5,733,856 5,697,167

有価証券 10,424,111 8,757,210

たな卸資産 ※１
 1,098,955

※１
 1,031,541

その他 849,934 622,025

貸倒引当金 △8,139 △8,093

流動資産合計 24,484,782 21,360,448

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） ※２
 12,913,870

※２
 13,691,477

その他（純額） ※２
 17,900,886

※２
 18,019,681

有形固定資産合計 30,814,757 31,711,158

無形固定資産

その他 1,234,689 936,895

無形固定資産合計 1,234,689 936,895

投資その他の資産

投資有価証券 16,729,961 18,305,670

その他 2,816,830 2,783,680

貸倒引当金 △106,207 △106,345

投資その他の資産合計 19,440,584 20,983,004

固定資産合計 51,490,030 53,631,058

資産合計 75,974,813 74,991,507

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,865,697 3,604,039

短期借入金 813,920 840,680

未払法人税等 1,071,306 1,164,074

引当金 26,747 29,235

その他 3,165,469 3,604,982

流動負債合計 8,943,141 9,243,011

固定負債

長期借入金 1,258,520 1,318,160

退職給付引当金 3,592,526 3,557,298

その他の引当金 239,582 222,100

その他 1,387,602 1,560,379

固定負債合計 6,478,232 6,657,939

負債合計 15,421,373 15,900,950
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,902,185 7,902,185

資本剰余金 8,260,611 8,260,611

利益剰余金 44,172,980 43,198,874

自己株式 △8,682,901 △8,684,157

株主資本合計 51,652,875 50,677,513

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △548,837 △595,614

為替換算調整勘定 △168,132 △164,393

評価・換算差額等合計 △716,969 △760,007

新株予約権 68,268 48,806

少数株主持分 9,549,265 9,124,245

純資産合計 60,553,439 59,090,557

負債純資産合計 75,974,813 74,991,507
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 28,726,767 31,700,451

売上原価 22,072,859 25,315,483

売上総利益 6,653,908 6,384,967

販売費及び一般管理費 ※１
 4,197,880

※１
 4,067,620

営業利益 2,456,028 2,317,347

営業外収益

受取配当金 232,205 245,913

その他 382,919 352,230

営業外収益合計 615,124 598,144

営業外費用

支払利息 28,889 26,878

寄付金 － 58,581

為替差損 12,479 －

その他 19,274 12,776

営業外費用合計 60,643 98,236

経常利益 3,010,509 2,817,255

特別利益

投資有価証券売却益 － 212,958

抱合せ株式消滅差益 － 269,726

移転補償金 41,205 －

その他 4,501 409

特別利益合計 45,707 483,095

特別損失

固定資産除却損 39,979 143,222

投資有価証券売却損 130,903 －

投資有価証券評価損 － 345,183

その他 7,093 198,479

特別損失合計 177,976 686,885

税金等調整前四半期純利益 2,878,240 2,613,464

法人税等 ※２
 950,727

※２
 890,502

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,722,962

少数株主利益 426,196 396,915

四半期純利益 1,501,316 1,326,046
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 13,469,652 15,132,353

売上原価 10,434,458 12,196,432

売上総利益 3,035,194 2,935,920

販売費及び一般管理費 ※１
 2,221,284

※１
 2,070,202

営業利益 813,909 865,718

営業外収益

受取利息 － 53,735

受取配当金 68,220 54,037

持分法による投資利益 72,151 －

その他 132,903 128,274

営業外収益合計 273,275 236,047

営業外費用

支払利息 18,248 16,655

為替差損 10,067 7,855

その他 7,095 5,683

営業外費用合計 35,411 30,195

経常利益 1,051,774 1,071,570

特別利益

投資有価証券売却益 － 212,958

抱合せ株式消滅差益 － 269,726

移転補償金 41,205 －

その他 4,501 409

特別利益合計 45,707 483,095

特別損失

固定資産除却損 36,110 －

投資有価証券売却損 130,903 －

投資有価証券評価損 － 267,387

その他 3,584 96,628

特別損失合計 170,598 364,016

税金等調整前四半期純利益 926,883 1,190,649

法人税等 ※２
 260,542

※２
 398,913

少数株主損益調整前四半期純利益 － 791,736

少数株主利益 113,541 170,022

四半期純利益 552,798 621,713
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,878,240 2,613,464

減価償却費 1,858,250 1,913,652

受取利息及び受取配当金 △326,553 △353,656

支払利息 28,889 26,878

売上債権の増減額（△は増加） 463,373 △57,230

たな卸資産の増減額（△は増加） 30,055 △67,413

仕入債務の増減額（△は減少） △100,057 262,552

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － △269,726

退職給付引当金の増減額（△は減少） 90,097 35,228

その他の引当金の増減額（△は減少） △40,959 14,901

投資有価証券評価損益（△は益） － 345,183

前払年金費用の増減額（△は増加） 1,952 －

その他 △462,382 △701,443

小計 4,420,905 3,762,390

利息及び配当金の受取額 304,764 321,700

利息の支払額 △30,963 △28,849

法人税等の支払額 △324,386 △1,110,460

法人税等の還付額 308,492 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,678,813 2,944,780

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,468,683 △1,468,293

投資有価証券の取得による支出 △4,154 △124,444

有価証券の売却及び償還による収入 － 830,000

投資有価証券の売却及び償還による収入 650,695 865,879

無形固定資産の取得による支出 △39,656 △172,515

工事負担金等受入による収入 89,787 49,058

子会社の自己株式の取得による支出 △1,730 －

長期預金の預入による支出 △800,000 －

長期預金の払戻による収入 200,000 －

その他 △252,115 100,542

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,625,855 80,226

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 155,000 155,000

長期借入金の返済による支出 △239,880 △241,400

自己株式の取得による支出 △604,001 －

配当金の支払額 △255,321 △348,562

少数株主への配当金の支払額 △43,917 △55,688

その他 998 △4,205

財務活動によるキャッシュ・フロー △987,121 △494,856

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,426 △2,670

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 76,262 2,527,478

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 200,904

現金及び現金同等物の期首残高 10,966,182 11,785,698

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,042,444

※
 14,514,082
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

１ 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年

３月10日）を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

２ 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

１ 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「寄付金」（前第２四半期連

結累計期間11,290千円）は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より

区分掲記しております。

２ 前第２四半期連結累計期間まで独立科目で記載しておりました、営業外費用の「為替差損」（当第２四半

期連結累計期間7,855千円）は、営業外費用の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連結累計

期間より営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

３ 前第２四半期連結累計期間まで独立科目で記載しておりました、特別損失の「投資有価証券売却損」（当

第２四半期連結累計期間77,259千円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連

結累計期間より特別損失の「その他」に含めて表示しております。

４ 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、「財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第５号　平成21年３月24日）の適用に伴い、当第２四半期

連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１ 前第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めていた「有

価証券の売却及び償還による収入」（前第２四半期連結累計期間100,000千円）は、重要性が増したため、

当第２四半期連結累計期間から区分掲記しております。

２ 前第２四半期連結累計期間まで「自己株式の取得による支出」（当第２四半期連結累計期間△4,213千

円）と表示していたものは、重要性が低下したため、当第２四半期連結累計期間から財務活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。
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当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

１ 前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取利息」（前第２四半期

連結会計期間32,156千円）は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間よ

り区分掲記しております。

２ 前第２四半期連結会計期間まで独立科目で記載しておりました、営業外収益の「持分法による投資利益」

（当第２四半期連結会計期間46,249千円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、当第２四

半期連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

３ 前第２四半期連結会計期間まで独立科目で記載しておりました、特別損失の「固定資産除却損」（当第２

四半期連結会計期間24,708千円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連結会

計期間より特別損失の「その他」に含めて表示しております。

４ 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、「財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第５号　平成21年３月24日）の適用に伴い、当第２四半期

連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

３　未実現損益の消去

棚卸資産及び有形固定資産の未実現損益の消去については、当該取引に係る損益率を合理的に見積って計算

しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※１　たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

商品及び製品 440,615千円

仕掛品 306,700千円

原材料及び貯蔵品 351,639千円

※１　たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

商品及び製品 443,084千円

仕掛品 257,339千円

原材料及び貯蔵品 331,117千円

※２　有形固定資産

(1) 減価償却累計額

　 78,319,276千円

(2) 工事負担金等に係る直接圧縮累計額

　 17,615,398千円

※２　有形固定資産

(1) 減価償却累計額

　 76,559,873千円

(2) 工事負担金等に係る直接圧縮累計額

　 17,548,478千円

　３　　　　　　―――――――――― 　３　偶発債務

(1) 以下の会社の営業取引上の債務に対して債務

保証を行っております。

関発興産㈱ 33,467千円

㈱房総コンピューターサービス 1,002千円

計 34,470千円

(2) 以下の会社の金融機関からの借入金に対して

債務保証を行っております。

㈱新栄エンジニア 40,046千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費については、大多喜ガス㈱の

ガス事業会計規則(昭和29年通商産業省令第15号)

に準拠する一般管理費を含めて計上しておりま

す。

供給販売費と販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりであります。

　
供給販売費
（千円）

販売費及び
一般管理費
（千円）

給料手当 759,204365,899

　

※１　販売費及び一般管理費については、大多喜ガス㈱の

ガス事業会計規則(昭和29年通商産業省令第15号)

に準拠する一般管理費を含めて計上しておりま

す。

供給販売費と販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりであります。

　
供給販売費
（千円）

販売費及び
一般管理費
（千円）

給料手当 771,536340,030

　
※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

 

※２　　　　　　　　　　同左

 

　３　ガス事業が売上高の大半を占めているため、事業の

性質上、業績に著しい季節的変動があります。

　３　　　　　　　　　　同左
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費については、大多喜ガス㈱の

ガス事業会計規則(昭和29年通商産業省令第15号)

に準拠する一般管理費を含めて計上しておりま

す。

供給販売費と販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりであります。

　
供給販売費
（千円）

販売費及び
一般管理費
（千円）

給料手当 382,938185,547

　

※１　販売費及び一般管理費については、大多喜ガス㈱の

ガス事業会計規則(昭和29年通商産業省令第15号)

に準拠する一般管理費を含めて計上しておりま

す。

供給販売費と販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりであります。

　
供給販売費
（千円）

販売費及び
一般管理費
（千円）

給料手当 400,946160,109

　
※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

 

※２　　　　　　　　　　同左

 

　３　ガス事業が売上高の大半を占めているため、事業の

性質上、業績に著しい季節的変動があります。

　３　　　　　　　　　　同左

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金 5,719,872千円

有価証券 7,317,327千円

　　　計 13,037,199千円

預入期間が３か月超の定期預金 △790,000千円

MMF等を除く有価証券 △1,204,754千円

現金及び現金同等物 11,042,444千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年６月30日現在)

現金及び預金 6,386,065千円

有価証券 10,424,111千円

　　　計 16,810,176千円

預入期間が３か月超の定期預金 △790,000千円

MMF等を除く有価証券 △1,506,094千円

現金及び現金同等物 14,514,082千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１　発行済株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 60,996,473

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,908,030

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

ストック・オプションとしての新株予約権　　68,268千円

（親会社　36,642千円、連結子会社　31,626千円）

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 350,182７円00銭平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月11日
取締役会

普通株式 250,128５円00銭平成23年６月30日 平成23年９月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)
　

　
ガス事業
(千円)

ヨード・
かん水事業
(千円)

建設事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

12,142,073836,514159,570331,49413,469,652― 13,469,652

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

286 ― 1,186,8147,5361,194,637(1,194,637)―

計 12,142,360836,5141,346,384339,03014,664,290(1,194,637)13,469,652

営業利益 1,177,491149,24635,51846,2861,408,541(594,631)813,909

(注)　１　事業区分の方法

事業区分の方法は、販売製品の種別によっております。

　　　２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ガス事業 ガス

ヨード・かん水事業 ヨード、ヨード化合物、かん水

建設事業 配管工事、土木工事

その他の事業 ガス機器

　　　３　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成19年12月27日　企業会計基準第15号)及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成19年12月27日　企業会計基準適用指針

第18号)を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)
　

　
ガス事業
(千円)

ヨード・
かん水事業
(千円)

建設事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

25,845,9421,583,428599,193698,20228,726,767― 28,726,767

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

746 ― 2,902,32725,7622,928,835(2,928,835)―

計 25,846,6881,583,4283,501,521723,96431,655,603(2,928,835)28,726,767

営業利益 3,143,482319,46638,783118,3873,620,119(1,164,090)2,456,028

(注)　１　事業区分の方法

事業区分の方法は、販売製品の種別によっております。

　　　２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ガス事業 ガス

ヨード・かん水事業 ヨード、ヨード化合物、かん水

建設事業 配管工事、土木工事

その他の事業 ガス機器

　　　３　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成19年12月27日　企業会計基準第15号)及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成19年12月27日　企業会計基準適用指針

第18号)を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【所在地別セグメント情報】
　

前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間において、全セグメントの売上高の合計に

占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】
　

前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間において、海外売上高は連結売上高の10％

未満であるため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  

平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービスの類似性等を勘案し区分された事業別のセグメントから構成されており、

「ガス事業」及び「ヨード・かん水事業」の２つを報告セグメントとしております。

「ガス事業」はガス、「ヨード・かん水事業」はヨード・ヨード化合物・かん水を主に製造・販売してお

ります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ガス事業

ヨード・
かん水事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への
　売上高

29,003,8731,434,63030,438,5041,261,94631,700,451― 31,700,451

  セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

827 ― 8271,194,4761,195,303△1,195,303 ―

計 29,004,7011,434,63030,439,3322,456,42232,895,754△1,195,30331,700,451

セグメント利益 2,974,980230,6863,205,667141,5603,347,227△1,029,8802,317,347

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業及び器具販売事業等を含ん

でおります。

　　 ２　セグメント利益の調整額△1,029,880千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用1,132,348千円が含

まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ガス事業

ヨード・
かん水事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
　売上高

13,943,915616,19514,560,110572,24215,132,353― 15,132,353

  セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

229 ― 229 657,883658,112△658,112 ―

計 13,944,144616,19514,560,3391,230,12615,790,465△658,11215,132,353

セグメント利益 1,219,368103,5501,322,91969,5471,392,466△526,748865,718

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業及び器具販売事業等を含ん

でおります。

　　 ２　セグメント利益の調整額△526,748千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用577,534千円が含まれ

ております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

共通支配下の取引等

（１）取引の概要

①結合当事企業の名称及び当該事業の内容

結合企業

名称　関東天然瓦斯開発株式会社

事業の内容　天然ガスの採取・販売、ヨードの採取・販売、かん水の販売

被結合企業

名称　関発興産株式会社

事業の内容　リース業、損害保険代理業、化成品の販売

②企業結合日

平成23年４月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社、関発興産株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

④結合後企業の名称

関東天然瓦斯開発株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

関発興産株式会社は当社の100％子会社であり、リース業、損害保険代理業、化成品の販売を

行っておりましたが、当社グループにおける業務の効率的な運営を図るため、当社を存続会社

として、関発興産株式会社を吸収合併いたしました。

　

　（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年

12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

EDINET提出書類

関東天然瓦斯開発株式会社(E00040)

四半期報告書

28/34



　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 1,059円21銭
　

　 　

　 1,038円03銭
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 30円71銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 30円11銭
　

１株当たり四半期純利益金額 27円58銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 26円69銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,501,316 1,326,046

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,501,316 1,326,046

普通株式の期中平均株式数(株) 48,892,192 48,086,091

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円)

（うち持分変動損失(千円)）

△28,030

(△26,915)

△40,838

(△38,577)

普通株式増加数(株)

（うち新株予約権(株)）

38,120

(38,120)

68,065

(68,065)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間
　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円40銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 10円74銭
　

１株当たり四半期純利益金額 12円93銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円91銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 552,798 621,713

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 552,798 621,713

普通株式の期中平均株式数(株) 48,487,267 48,083,641

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円)

（うち持分変動損失(千円)）

△31,377

(△30,783)

△47,937

(△46,884)

普通株式増加数(株)

（うち新株予約権(株)）

50,160

(50,160)

78,132

(78,132)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―
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２ 【その他】

平成23年８月11日開催の取締役会において、平成23年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に

対し、以下のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　     250,128千円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　５円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年９月２日

EDINET提出書類

関東天然瓦斯開発株式会社(E00040)

四半期報告書

31/34



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月12日

関東天然瓦斯開発株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 ノ 宮　　隆　　雄　 印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    井　　上　　智　　由　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている関東

天然瓦斯開発株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平

成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、関東天然瓦斯開発株式会社及び連結子会社の

平成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月11日

関東天然瓦斯開発株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 ノ 宮　　隆　　雄   印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    土　　肥　　　　真 　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている関東

天然瓦斯開発株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平

成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、関東天然瓦斯開発株式会社及び連結子会社の

平成23年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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